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豊前市教職員の働き方改革取組指針 

 

令和６年４月１日 

豊前市教育委員会  

 

１ 指針について 

（１）本指針の位置付け 

 本指針は、教職員の働き方改革取組指針（令和 3年 3月改定 福岡県教育委員会）に基づ

き、豊前市教育委員会及び豊前市立学校が実施する「教職員の働き方改革」に向けた取組の

方向性、目標、取組の具体策等を示したものです。 

  

（２）本指針の趣旨・目標 

 豊前市教育委員会は、学校の環境が複雑化・多様化し、教職員の負担が増大している現状

を踏まえ、教職員の長時間勤務の改善を目指し、「教職員のワーク・ライフ・バランスの実

現」を目標とする指針を策定します。これにより、教職員が子どもたちと向き合う時間を確

保し、学校教育の質を維持・向上させる取り組みを推進します。 

 

  

２ 具体的な取組について 

 次の４つの観点で、抜本的な取組を実施します。 

（１）教職員の意識改革 

①勤務時間の適正な把握 

◆取組内容・・・業務従事時間を全学校で記録します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

〇勤務時間管理システムにより、学校の教職員の業務従事時間を記録します。 

〇各教職員は自らの出退勤時刻を確認・把握し、勤務時間を意識した業務を遂行すること

で、超過勤務時間の削減に努めます。 

〇管理職は所属職員の勤務の状況を把握するとともに、業務改善を進め、長時間勤務の改

善に努めます。 

〇原則として、１月あたりの超過勤務時間が 45時間、１年 360時間を超える者が生じる

ことのないよう、長時間勤務の改善に努めます。また、時間外勤務の管理については、

「時間外勤務の適正な管理」（令和 3年 3月 2教教第 3941号 福岡県教育委員会教育長

通知）に基づき実施することとします。 

〇各学校で、勤務時間管理システムで集計された超過勤務時間を確認します。 

市教育委員会は各学校から毎学期ごとに次の報告を求めます。 

   各学校の一月当たりの教職員の勤務時間記録 

  （市教育委員会は必要に応じて各学校に対して、聞き取り・指導等を実施します。） 
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②定時退校日の設定 

◆取組内容・・・全学校で定時退校日を設定します。    （実施主体：学校） 

  〇毎週１回、原則として水曜日を定時退校日とします。 

  

③学校閉庁日の設定 

◆取組内容・・・全学校で学校閉庁日を設定します。    （実施主体：教育委員会） 

 〇長期休業期間中に学校閉庁日を設定することで、年休取得等の推進を図ります。 

  （設定日：8月 13日・14日・15日、12月 28日） 

  

④管理職の意識改革（研修の実施・人事評価の見直し） 

◆取組内容・・・管理職に対して所属職員の長時間勤務の改善について校長会等で指導す

るとともに、校長の長時間勤務の改善に係る取組を適正に評価します。 

（実施主体：教育委員会） 

  〇校長会等において、長時間勤務の改善の取組について指導します。 

  〇長時間勤務の実態を正確に把握し適切な指導を行ったり、業務の見直しを図り効率化に

努めたりするなど、校長による長時間勤務改善の取組を校長の業績評価において適正に

評価します。 

  

⑤保護者・地域住民の理解・啓発 

◆取組内容・・・教職員の働き方改革の取組、定時退校日、学校閉庁日などについて、保

護者・地域住民に理解してもらう取組を実施します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

  〇教育委員会・学校のホームページ等に定時退校日・部活動休養日等について掲載しま 

す。 

  〇保護者・地域住民向けチラシを作成し配布します。 

  

（２）業務改善の推進 

①業務改善の推進 

◆取組内容・・・個人・学校等の単位で、それぞれの業務改善を組織的に進めます。 

（実施主体：学校）  

〇学校において、管理職が主導して個人・学校等の単位で会議や学校行事の見直しなど 

 の業務改善を実施します。 

  

②授業準備等の支援 

◆取組内容・・・学校運営・授業準備に活用できる情報の提供、ＩＴ活用等を推進しま

す。 

（実施主体：教育委員会・学校）

〇市教育委員会は、教職員の授業準備や教材研究に係る時間を軽減するために、ＩＣＴ教 

材を含む教材や指導案の情報提供を充実します。 
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〇学校における教材の共同開発やＩＴ活用等を推進し、授業準備の効率化を図ります。 

  

③学校のＩＣＴ化  

◆取組内容・・・ＩＣＴ環境の充実により業務の効率化を進めます。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

〇校務支援システムの効果的な運用を図り、業務の改善と効率化を推進します。 

  

④調査の削減 

◆取組内容・・・学校に対する調査を見直します。    （実施主体：教育委員会） 

  〇これまでの見直しに加えて、学校に対する調査を継続的に見直します。 

  

⑤事業の縮減 

◆取組内容・・・教育委員会が実施する事業を見直します。（実施主体：教育委員会） 

〇教職員の負担軽減、事務の効率化などの観点から、事業の見直しを継続的に実施しま 

す。 

  〇研修の体系化を進め、教職員の負担軽減という観点も含め、研修の見直しを実施しま 

す。 

  

⑥文書事務の見直し 

◆取組内容・・・文書事務を見直します。      （実施主体：教育委員会・学校） 

〇文書事務を簡素化し、負担軽減を図ります。 

〇電子メールの活用、不要な回覧、決裁を減らし事務処理の迅速化を図ります。 

  

⑦学校徴収金収納業務等の省力化の推進  

◆取組内容・・・学校徴収金の口座振替による収納等を促進します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

  〇学校徴収金の口座振替による収納等を促進します。 

  〇学校給食費の公会計化を推進します。 

 

⑧勤務時間外の電話対応等の負担軽減 

◆取組内容・・・勤務時間外の電話対応に留守番電話の自動応答を導入します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

  〇勤務時間外の電話対応に留守番電話の自動応答を導入し、勤務時間外の電話対応業務を 

軽減します。 

  

  

（３）部活動の負担軽減 

  豊前市教育委員会は、中学校部活動の持続可能な運営と生徒の能力向上を目指し、部活

動顧問の負担を軽減するため、次の働き方改革を推進します。 
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①部活動休養日の拡大 

◆取組内容・・・子どもたちが安全で充実した部活動を行うことができ、教員が教育活動

に心身ともに健康で取り組める環境づくりを推進するため、部活動休養

日の着実に実施します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

 〇週２日以上、休養日とします。 

 〇休養日にやむを得ず活動した場合は、他の日に代わりの休養日を設けます。 

 〇長期休業中の休養日は学期中の休養日と同様とします。 

 〇定期考査前の３日間は休養日とします。 

 〇年末年始の休日（例 12月 29日～1月 3日）、学校閉庁日（例 8月 13日～15日、12月

28日）は、市内部活動一斉休養日とします。 

 〇部活動の活動時間は平日２時間程度、休業日は３時間程度とします。 

  

②部活動指導員の配置 

◆取組内容・・・部活動指導員を配置します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

  〇教育委員会と学校が連携して、部活動指導員として学校支援を希望する地域人材 

の発掘、活用に努めます。 

  

③部活動顧問・外部指導員の指導の徹底 

◆取組内容・・・教育委員会と学校が連携して、適切な指導に務めます。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

〇安全管理を徹底します。 

    ・暑さ指数（ＷＢＧＴ）31℃以上の場合、活動は中止し、数値が下がるまで活動はし

ません。その他、生徒の適切な健康管理により事故防止を徹底します。 

〇体罰、ハラスメント等の根絶を徹底します。 

  

  

（４）教職員の役割の見直しと専門スタッフの活用等 

①スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラー・心の教室相談員・特別支

援教育支援員等の活用  

◆取組内容・・・いじめ、不登校等、学校現場の様々な課題については、その要因が多様

化・複雑化し、学校（教職員）だけではその解決が困難になっていま

す。豊前市教育委員会では、教職員が個人的に困難な課題を抱え込むこ

とのないよう、教職員以外の心理や福祉等の専門家（専門スタッフ）を

学校に配置・派遣し、専門スタッフ等と連携・分担する体制を整備し、

チームとしての学校機能を強化します。 

（実施主体：教育委員会・学校）

〇豊前市独自の人的配置  
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 教職員が本来担うべき業務に専念し、子どもと向き合う時間を確保するため、豊前市

独自の施策として学校等に様々な人的配置により支援を行います。 

・特別支援教育支援員、少人数学級対応講師、中学校部活動指導員、スクールソーシ

ャルワーカー、スクールカウンセラー、ＡＬＴ（外国語指導助手）、日本語指導講

師、学校図書館司書 

〇学校運営に関わる法的問題が生じる恐れがある場合などに早期解決が図られるよう、

状況に応じて弁護士等を活用します。 

  

②事務職員の機能強化・学校運営への参画  

◆取組内容・・・事務職員の機能強化、学校運営参画の取組を研究・推進します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

〇学校事務職員の事務機能を強化し、事務職員が積極的に学校運営に参画することによ

り、管理職や教員の事務関係業務等の軽減を図ります。 

〇事務の共同実施により、効率的な事務処理を図ります。 

  

③地域等と連携した登下校時の安全対策の推進  

◆取組内容・・・通学路における安全確保、安全対策を推進します。 

（実施主体：教育委員会・学校） 

〇学校において、教職員の負担軽減も踏まえ、地域、学校、関係機関の連携のもと、 

通学路における安全確保、安全対策を推進します。 


